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新型コロナウイルス感染症の影響拡大に係る 

県内企業への実態調査の結果について 

 

 商工労働観光部において、１１月１日（月）から１１月１１日（木）まで、商工団体や

県民局と連携し、「宿泊・観光・旅行・飲食・イベント業」をはじめ、「運輸業」や「卸

売業」、「製造業」など、幅広い業種を対象に、県内企業へ「実態調査」を実施しました。 

 「１８７社」から回答があり、取りまとめた結果は、次のとおりです。 

 

１．売上の状況（対前年比較） 

 

（１）全体 ［187 社］ 

 
１０月実績 １１月見込み １２月見込み 

減少 
50%以上 
減少 

増加 減少 
50%以上 
減少 

増加 減少 
50%以上 
減少 

増加 

 全体 48% 14% 41% 47% 12% 34% 45% 11% 33% 

 製造業 38% 7% 50% 41% 3% 40% 32% 4% 41% 

 観光関連 52% 19% 34% 51% 15% 30% 54% 13% 22% 

 

（２）従業員 6 人以上（製造業は 21 人以上） [125 社] 

 
１０月実績 １１月見込み １２月見込み 

減少 
50%以上 
減少 

増加 減少 
50%以上 
減少 

増加 減少 
50%以上 
減少 

増加 

 全体 46% 10% 43% 46% 8% 38% 42% 8% 38% 

 製造業 36% 4% 51% 40% 4% 44% 27% 2% 51% 

 観光関連 52% 16% 34% 48% 9% 30% 52% 11% 20% 

   

（３）従業員 5 人以下（製造業は 20 人以下） [62 社] 

 
１０月実績 １１月見込み １２月見込み 

減少 
50%以上 
減少 

増加 減少 
50%以上 
減少 

増加 減少 
50%以上 
減少 

増加 

 全体 50% 21% 35% 50% 19% 26% 50% 18% 23% 

 製造業 43% 13% 48% 43% 0% 30% 43% 9% 22% 

 観光関連 52% 26% 35% 57% 26% 30% 57% 17% 26% 

 

資料１ 令和３年１１月定例会（事前） 
経済委員会資料 
商工労働観光部 
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２．活用している施策（回答件数：複数回答可） 

 全体 

従業員規模 

５人以下 

（製造業は 

20 人以下） 

６人以上 

（製造業は 

21 人以上） 

① 県の融資制度 ３６％ ４４％ ３３％ 

② 政府系金融機関の融資制度 ２９％ ３２％ ２８％ 

③ 小規模事業者経営力強化事業 ６％ １１％ ３％ 

④ 宿泊事業者による感染防止対策等支援事業

・とくしま観光関連事業者応援事業 
７％ ６％ ７％ 

⑤ 生産性革命推進事業（持続化補助金 

・ものづくり補助金・IT 導入補助金） 
３５％ ３７％ ３４％ 

⑥ 事業再構築補助金 ５％ ３％ ６％ 

⑦ 雇用調整助成金 ２１％ ５％ ３０％ 

⑧ 正社員化促進支援助成金 

・安定雇用促進支援助成金 
２％ ０％ ３％ 

⑨ キャリアアップ助成金 ３％ ０％ ５％ 

⑩ とくしま応援割 １９％ ２１％ １８％ 

⑪ ＧｏＴｏトラベル事業 ２３％ ２７％ ２１％ 

⑫ その他 ５％ ６％ ５％ 

 （その他）・市町村の支援制度 など 
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３．今後の経済対策等において期待する施策 

製造業 従業員規模 １～２０人 

・イベント開催支援、持続化補助金の再給付 
・運転資金等への支援 
・「小規模事業者経営力強化事業」はありがたい 
・新型コロナウイルスの感染から脱却する政策、財政健全化 
・海外販路バイヤーの招聘 
・助成金等の継続実施 
・テレワーク機器・ソフトなどの環境整備に係る経費への助成強化 
・無利子融資の拡充 
・外国人技能実習生等受入企業緊急支援 
・酒類関連業者への十分な支援 
・脱炭素社会に向けた中小企業への助成金制度強化・拡充 
・積極的な経営を行っている企業への補助金 
・持続化補助金・雇用調整助成金の継続・拡充・迅速化 
・コロナウィルスの再拡大、新型ウィルス等発生時の支援金制度 
・半導体等電子部品が入手困難な状況の早期改善 
・酒税の軽減措置の延長・拡充 
・Go Toトラベル、GoTｏイートの拡大 
 

製造業 従業員規模 ２１人以上 

・特定の業種に偏らない補助事業 
・WITHコロナ・アフターコロナに対応するための施策 
・従来から行われている経営支援 
・「経営支援NPOクラブ」による得意先開拓支援の継続 
・コロナで縮小気味の経済を活性化させるための施策 
・入札価格の見直し 
・県内生産品の利用促進 
・雇用の維持に向けた施策 
・再生・自然エネルギーの推進 
・新型コロナウイルス感染症第６波の予防 
・個人消費を活性化させる施策 
・一定期間、食料品等の消費税率の引き下げ(今後の食糧インフレへの対応） 
・中小企業の設備投資への助成 
・配合飼料安定基金の補填財源不足への助成拡大 
・外国人技能実習生の入国待機期間の短縮や入出国経費増加への支援 
・中小企業の人材確保 
・補助金の種類の拡充 
・３回目等の職域接種への支援 
・入国時規制の緩和、関西空港までの高速バスは運航再開 
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卸・小売業 従業員規模 １～５人 

・脱コロナに向けた政策 
・認定飲食店利用時の補助等、経済循環施策 
・飲食・宿泊・観光・土産物施設への納品業者への支援 
・全業種の売上げ向上に向けた経済対策 
・小売業、流通業、ファッション業界に対する支援 
・コロナ禍により収入が減って困っている人への給付 
・助成金等の情報提供 
 

卸・小売業 従業員規模 ６人以上 

・業種を限定しない幅広い支援策 
・事業者への適切な情報提供 
・少子高齢化に対応していく経済対策、地方の特色を生かせる経済対策 
・とくしま応援割の利用促進 
 

宿泊業 従業員規模 １～５人 

・売り上げ、給料などが少なくなっている人への平等な給付 
・飲食・宿泊業への給付金等 
・イベント開催 
 

宿泊業 従業員規模 ６人以上 

・ガイドラインの共有等によるイベントが「開催ができる」仕組みづくり 
・経営状況が非常に悪くなった事業者に対しての、直接給付などの支援 
・インバウンドが回復するまでの、安全・安心徹底、Go To継続 
・飲食の利用促進 
 

サービス業 従業員規模 １～５人 

・補助金等の条件緩和、県民への給付金など、短期・同タイミングの対策 
・零細企業向けの施策 
・ネット広告に関する補助事業 
 

サービス業 従業員規模 ６人以上 

・新型コロナワクチンの３回目の公的接種をはじめ新型コロナ対策の持続的な強化 
・一日も早いGo  Toトラベルの再開 
・継続的な情報発信 
・「休日」の往来を「平日」へシフトさせるような手立て 
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旅行サービス業 従業員規模 １～５人 

・持続型の支援金 
・応援割、プレミアム交通券等の期間延長 
・旅行需要回復支援 
・零細企業への直接的な支援金 
 

旅行サービス業 従業員規模 ６人以上 

・観光クーポンの継続や観光業以外にもメリットがある対策 
・宿泊割引(GoTo)、持続化給付金の再開 
・次年度一年を通しての長期的な経済の活性化を視野に入れた施策 
・GoToトラベル事業の継続、持続化給付金等の再給付 
 

旅客運送業 従業員規模 ６人以上 

・GoToトラベルの早期実施 
・税・社会保険料の軽減、猶予 
・月次支援金の延長 
・とくしまプレミアム交通券の継続発売 
 

 


